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論文内容の要旨

1995年 1 月の兵庫県南部地震においては、多くの中低層建築物に甚大な被害が生じたが、その中にあって 1981年に

改訂された建築基準法施行令の新耐震設計法による鉄骨造建築物については被害が比較的軽微であった。これは高層

建築物に対して行われている動的特性に基づく耐震設計の手法が中低層建築物の耐震設計にも反映されていることを

示しているo しかしながら、その定量的な評価が充分にはなされておらず、詳細な検討が望まれている。本論文は、

1981年に改訂された耐震設計法に基づいて設計された中低層鉄骨造建築物の動的特性およびその耐震性能について述

べたものであり、 6 章から構成されている。

第 1 章では、本研究の背景と研究目的について述べている o

第 2 章では、鉄骨造建築物の耐震設計の現状について述べ、異なった設計手法が採られている中低層建築物と高層

建築物に分類したうえで、建物の高さと固有周期との関係を明らかにするとともに、固有周期の算定に大きく影響す

る建物高さ方向の剛性分布について住部材および梁部材ごとにその特徴を明らかにしているo

第 3 章では、中低層鉄骨造建築物の動的特性について述べ、建物高さ方向の剛性分布および最大層間変形角を用い

て、建物の高さと固有周期の関係を精度よく推定できることを示している o また、設計用の固有周期算定式から求め

た値より実際に求めた固有周期の方が長くなる傾向があることを明らかにしている。

第 4 章では、中低層鉄骨造建築物の地震応答性状について述べ、現行の耐震設計用せん断力係数の高さ方向分布と

比較して、上層で小さくなる剛性分布を採用した場合に上層の応答量が大きく現れることを示しているo また応答せ

ん断力係数の高さ方向分布が高次モードの減衰特性に大きく依存することを明らかにしている。

第 5 章では、実施設計した中低層鉄骨造建築物の耐震性能について述べ、中地震時には時刻歴地震応答解析の結果

が耐震設計用断面力とよく整合すること、および大地震時には応答解析の結果が設計用層間変形角より大きくなるこ

とを示しているo

第 6 章では、各章で得られた結論をまとめ、総括するとともに今後の課題について述べているo
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論文審査の結果の要旨

多くの中低層建築物が兵庫県南部地震において甚大な被害を生じたが、 1981年に改訂された建築基準法施行令に基

づく鉄骨造建築物の被害は、比較的軽微であった。これは、高層建築物に対して適用されている動的特性に基づく耐

震設計法が中低層建築物にも生かされていることを示している。しかし、未だその定量的な評価が充分になされては

いなし、。本論文は、中低層鉄骨造構造物に注目し、その動特性と耐震性能について述べたもので、得られた成果を要

約すると以下の通りである。

(1) 中低層鉄骨造建築物の高さと固有周期の関係を明らかにするとともに、固有周期の算定に大きく影響する建物高

さ方向の剛性分布について柱部材および梁部材ごとにその特性を明らかにしているo

(2) 中低層鉄骨造建築物では、建物高さ方向の剛性分布および最大層間変形角を用いて、建物の高さと固有周期の関

係を精度よく推定できることを示しているo また、実際に求めた固有周期が設計用の算定値よりも長くなる傾向

があることを明らかにしている。

(3) 中低層鉄骨造建築物では、中地震時に地震応答の解析結果が耐震設計用断面力とよく整合すること、および大地

震時に応答解析の結果が設計用層間変形角より大きくなることを示しているo

以上のように本論文は、中低層鉄骨造建築物の動特性と耐震性能に関する資料を提供し、新耐震設計法の妥当性を

定量的に再評価したもので、建築耐震工学の発展に寄与するところが大きし、。よって本論文は博士論文として価値あ

るものと認める o
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